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 国の研究開発評価に関する大綱的指針を別冊のとおり定める。 

なお、国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成17年3月2  

9日 内閣総理大臣決定）は廃止する。   
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はじめに  

（科学技術基本計画における評価の位置付け）   

我が国は、科学技術創造立国の実現を目指して、「科学技術基本法」（平成7年法律第130号）  

を制定した。本法に基づき第1期科学技術基本計画（平成8年7月 閣議決定）、第2期科学技術  

基本計画（平成13年3月 閣議決定）に引き続き第3期科学技術基本計画（平成18年3月 閣  
議決定）が策定された。   

第3期科学技術基本計画においては、科学の発展によって知的・文化的価値を創出するとと  

もに、研究開発の成果をイノベーションを通じて社会・国民に還元していく科学技術システム改革  

の一環として、評価システムの改革を位置付けている。   

（研究開発評価への取組経過）   

研究開発評価に関しては、第1期科学技術基本計画に基づき、「国の研究開発全般に共通す  

る評価の実施方法の在り方についての大綱的指針」（平成9年8月 内閣総理大臣決定）を策定し  

てその取組の定着化を推進してきた。また、第2期科学技術基本計画に基づき、「国の研究開発  

評価に関する大綱的指針」（平成13年11月 内閣総理大臣決定）を策定して厳正な評価の実施  

を推進してきた。さらに、その改定を行い（平成17年3月 内閣総理大臣決定。）、励まし成果を  

問う評価等の評価システム改革を推進している。   

（研究開発評価の改善への取組の加速化）   

近年の経済・社会における研究開発への期待の高まり等に的確に対応していくため、「研究開  

発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関す  

る法律」（平成20年6月 法律第63号）（以下、「研究開発力強化法」という。）の制定などによる  

研究開発強化への取組が進められており、これに対応してより実効性の高い研究開発評価への  

取組の強化が急務となっている。   

このためには、   

（D 優れた研究開発の成果を創出し、それを次の段階の研究開発に切れ目なく連続してつ  

なげ、研究開発成果の国民・社会への還元を迅速化する、的確で実効ある評価を実施  

すること  

② 研究者の研究開発への積極・果敢な取組を促し、また、過重な評価作業負担を回避す  

る、機能的で効率的な評価を実施すること  

③ 研究開発の国際水準の向上を目指し、国際競争力の強化や新たな世界的な知の創造  

などに資する成果の創出を促進するよう、国際的な視点から評価を実施すること  

などの観点から、各府省等における研究開発評価の改善への取組を加速化することが必要と  

なっている。今般の大綱的指針の見直しは、このような状況を踏まえて実施するものである。  
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（本指針の性格）   

本指針は、国の研究開発評価について基本的な方針を示したものであり、各種の評価を実施  

する主体がその特性や研究開発の性格に応じて本指針に沿った的確な評価を実施することに  

よって、研究開発に適した効率的で質の高い評価が行われ、優れた研究開発が効果的・効率的  

に行われることを目指すものである。   

本指針は研究開発を実施又は推進する主体（注1）が実施する評価及び本指針が対象とする  

研究開発について第三者評価を行う機関（注2）が実施する評価について適用される。   

（政策評価、独立行政法人評価及び大学等の評価との関係）   

本指針による評価は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成13年法律第86号）に  

基づく政策評価と対象とする範囲は異なるが、基本的に目指す方向を同じくするものである。本  

指針は、政策評価に求められている諸要素を踏まえ、さらに、研究開発の特性を考慮したもので  

あり、本指針による評価の実施に当たっては、同法に基づく政策評価と整合するように取り組むこ  

ととする。また、研究開発機関等の評価のうち、研究開発法人等については「独立行政法人通則  

法」（平成11年法律第103号）に基づく評価、さらに国立大学法人及び大学共同利用機関法人に  

ついては「国立大学法人法」（平成15年法律第112号）に基づく評価と整合するように取り組むこ  

ととする。   

（本指針のフォローアップ等）   

総合科学技術会議は、厳正な評価、評価結果の適切な活用等が十分に行われるよう、本指針  

に沿った評価の実施状況についてフォローアップを行い、各府省へ意見を述べるとともに、必要  

に応じ、本指針の見直しについて意見を述べることとする。  

（注1）研究開発を実施又は推進する主体としては、次のものが想定される。   

・各府省   

・大学（国公私立を含む。）及び大学共同利用機関、研究開発法人等（研究開発力強化  

法第2条第8項に規定する研究開発法人及び同項に規定する独立行政法人以外で  

あって研究開発を実施する独立行政法人をいう。以下同じ。）、国立試験研究機関等  

（注2）第三者評価機関としては、次のものが想定される。   

・総合科学技術会議   

・独立行政法人評価委員会、国立大学法人評価委員会、大学評価・学位授与機構等  
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第1章基本的考え方  

1．評価の意義  

研究開発評価は、国際的に高い水準の研究開発、社会・経済に貢献できる研究開発、新しい  

学問領域を拓く研究開発等の優れた研究開発を効果的・効率的に推進するために実施する。   

研究開発評価の意義は、次のとおりである。   

① 研究開発をその評価の結果に基づく適切な資源配分等を通じて次の段階の研究開発  

に連続してつなげるなどにより、研究開発成果の国民・社会への還元の効率化、迅速化  

に資する。   

② 評価を適切かつ公正に行うことにより、研究者の創造性が十分に発揮されるような、柔軟  

かつ競争的で開かれた研究開発環境の創出など、より良い政策・施策の形成等の効果  

が得られる。   

③ 評価を支援的に行うことにより、研究開発の前進や質の向上、独創的で有望な優れた研  

究開発や研究者の発掘、研究者の意欲の向上など、研究開発を効果的・効率的に推進  

する効果が得られる。   

④ 評価結果を積極的に公表し、優れた研究開発を社会に周知することにより、研究開発に  

国費を投入していくことに関し、国民に対する説明責任を果たし、広く国民の理解と支持  

が得られる。   

⑤ 評価結果を適切に予算、人材等の資源配分に反映することにより、研究開発を重点的・  
効率的に行うことができる。  

2．本指針の適用  

本指針が対象とする研究開発評価とは、由研究開発課題、②研究者等の業績、③研究開発  
機関等及び④研究開発施策の評価を指す。   

研究開発の範囲は、国費を用いて実施される研究開発全般とする。具体的には、各府省、研  

究開発法人等、大学（国公私立を含む）及び大学共同利用機関（以下「大学等」という）並びに国  

立試験研究機関等が自ち実施又は推進する研究開発が対象となる。また、民間機関や公設試験  

研究機関等で国費の支出を受けて実施される研究開発、国費により海外で実施される研究開発  

等も対象とする。   

冬府省は研究開発評価の指針において、本指針に沿って、評価対象、評価目的及び評価結  

果の取扱い、評価者の選任、評価時期、評価方法など研究開発評価の実施に関する事項につ  

いて、具体的な方針を定める。また、研究開発機関及び第三者評価機関等は、本指針及び各府  

省の指針に沿って、同様な事項について、明確なルールを定める。   

これらの指針等は、政策評価に関する基本計画及び事後評価実施計画、独立行政法人に係  

る評価基準等とも整合するよう定める。  
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3．評価関係者の責務   

（1）研究開発を実施又は推進する主体の責務   

研究開発を実施又は推進する主体は、本指針を踏まえ、公正かつ透明で、研究開発の特性  

やその進展状況等に応じて柔軟で、優れた成果が次の発展段階に着実につながっていくための  

評価の具体的な仕組み（評価指針、要領等の策定、評価委員会の設置等）を整備し、厳正に評  

価を実施する。また、その評価結果を適切に活用し、さらに、国民に対して評価結果とその反映  

状況についてわかりやすく情報提供を行う。その際、研究者が高い目標に挑戦するなどを通じそ  

の能力が十分発揮されるよう促し、研究開発の質の向上や効率化を図るとともに、評価実施に伴  

う作業負担により研究者が本来の研究開発活動のための時間や労力を著しく費やすことのない  

よう努める。また、各府省においては、研究開発評価の実施及び評価結果の活用が適正かつ責  

任を持って行われるよう、所管官庁としての責務を果たすものとする。   

（2）評価者の責務   

評価者は、研究開発評価に当たり、評価対象を正しく理解することに努めた上で、公平・公正  

で厳正な評価を行うべきことを常に認識し、研究開発実施に伴う研究者の責任を厳しく問う姿勢  

を持つとともに、独創的で有望な優れた研究者や研究開発を発掘し、又はさらに伸ばしてより良  

いものとなるように、適切な助言を行う。   

（3）被評価者の責務   

研究者等の被評価者は、国費による研究開発を行うに際し、意欲的な研究開発課題等に積極  

的に挑戦すること、研究開発の成果を挙げること、研究開発の成果が最終的には納税者である  

国民・社会に還元されるよう図ること、あるいは成果が出ない場合には評価を通じて課される説明  

責任や結果責任を重く受け止めること等、その責任を十分に自覚することが極めて重要である。   

また、研究開発活動の一環として評価の重要性を十分に認識し、自らの係わる研究開発活動  

について評価者の正しい理解が得られるように、十分かつ正確に説明又は情報提供をするなど、  

積極的に評価に協力する。   

4．効果的・効率的な評価の実施  

本指針が対象とする研究開発の評価は、その対象ごとにあらかじめ具体的かつ明確な目標を  

設定し、その目標、達成度合い及び研究開発成果について、国際的な水準に照らして行うことを  

基本とする。   

研究開発評価は、研究開発を実施又は推進する主体や評価対象、評価時期等において極め  

て多様である。このため、研究開発の評価を実施する主体は、それぞれの特性や役割等に相応  

した質の高い実効性のある評価が行われるよう、また、評価が研究者等にとって過重な負担とな  

らないよう、評価の実施体制の整備や具体的な仕組みを構築し、評価を効果的・効率的に実施  

する。   

また、評価を実施する主体は、実施する評価について実効性及び効率性の向上等の視点から  

適切な時期に検証を行い、必要に応じて実施体制や仕組みの改善に取り組む。  
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（1）重層構造における評価の効率的実施   

国費を用いて実施される研究開発は、それらを実施又は推進する主体の面からみても、また、  

評価の対象となる研究開発の面からみても、階層構造となっている。評価は、このような階層構造  

の下で各々の階層レベルにおいて重層的に実施されることから、同一の研究開発が複数の評価  

の対象とされることが多い。   

このため、評価を実施する主体は、同一の研究開発に対する評価が重複しないよう、関係機関  

とも連携し、評価結果等の相互活用や評価方法の調整などを行い、全体として効果的・効率的に  

運営する。   

（2）評価の実施、活用等に関する責任主体の明確化   

研究開発評価はそれ自体を目的とするのではなく、研究開発マネジメントの中で有効に機能  

するよう、評価が適切に実施され、また、評価結果が目的に沿って確実に活用されることが重要  

である。   

このため、評価を実施する主体は、誰がどのような目的で評価を実施するのか、また、評価結  

果は誰がどのように活用し、どのような効果を生じるのか等に関して、それぞれの主体、その役割  

と責任などをあらかじめ明確にし、それを関係者に周知した上で評価を実施する。   

（3）評価関連情報の機関横断的な活用促進と評価のための電子システムの導入   

評価を実施する主体は、評価者の選任、評価業務の効率化等を図るため、研究開発成果、  

評価者、評価結果等の評価関連情報について、標準化して蓄積し、これらを横断的かつ相  
互に活用できるよう、利便性の高い電子システムを導入する。  

さらに、評価業務を効率化するため、申請書の受付、書面審査、評価結果の開示等に電子シ  

ステムを導入する。  

5．評価実施体制の確立  

（1）評価実施体制の充実   

評価を実施する主体は、評価部門を設置し、国の内外から研究経験のある人材を適性に応じ  

配置するなど、効果的・効率的な評価の適切な運営と国際的な水準から見て評価の高度化が推  

進されるよう体制を整備する。   

また、評価の実施やそれに必要な調査・分析、さらには評価体制の整備等に要する予算の確  

保については、必要に応じて研究費の一部を評価の業務に充てることも考慮する。   

（2）評価人材の養成・確保   

評価を実施する主体は、評価者や評価業務に携わる人材として、独創的で優れた研究者・研  

究開発を見いだし、育てることのできる資質を持つ人材を養成・確保するよう努める。   

このため、優れた評価の導入や普及、評価の手法等の高度化のための調査研究の実施、評  
価部門に専門経験が蓄積するような人事制度での配慮、評価者の社会的地位向上と評価に参  

●加することが評価者個人に有益となるようなインセンティブの検討、評価者を評価する仕組みの  
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整備その他評価支援体制の全般的整備に努める。   

研究者には、研究開発の発展を図る上で専門的見地からの評価が重要な役割を果たすもの  
であることから、評価者としての評価への積極的な参加が求められる。一方、特定の研究者に評  
価実施の依頼が集中する場合には、評価への参加が大きな負担となり、また、評価者となる幅広  
い人材の養成確保にもつながらないことから、評価を実施する主体は、海外の研究者や若手研  
究者を評価者として積極的に参加させることなどにより評価者確保の対象について裾野の拡大を  

図るよう努める。この場合、大学等、研究開発法人等の研究開発機関が、研究者の任用におい  
て、研究開発評価に評価者として参加したことを履歴の一つとして認定するなど、評価者となるこ  
とのインセンティブを高めることにより優れた人材の参加を確保する取組が重要である。   

6．評価の国際的な水準の向上  

経済社会のグローバル化が進展する中で、国費を用いて実施される研究開発においては、我  

が国における科学の国際的な水準の向上、産業等の国際競争力の強化、地球規模の課題解決  
のための国際協力の推進など、国際的視点からの取組が重要となっている。このような研究開発  
の国際化への対応に伴い、評価者として海外の専門家を参加させる、評価項目に国際的なべン  
チマーク等を積極的に取り入れるなど研究開発評価に関しても、実施体制や実施方法などの全  
般にわたり、評価が国際的にも高い水準で実施されるよう取り組んでいく必要がある。  
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第2章対象別評価の実施   

評価を実施する主体は、評価の実施に当たり、評価対象を明確かつ具体的に設定し、また、  

その評価対象ごとに、当該評価を研究開発活動の中でどのように戦略的に位置付け、誰がどの  

ように活用するかをあらかじめ明確にする。その上で、評価目的を明確かつ具体的に設定し、そ  

の内容を被評価者に事前に周知して評価を実施する。   

このほか、評価対象別の評価実施の原則は次のとおりとする。   

Ⅰ研究開発課題の評価  

研究開発課題は、具体的に研究開発を行う個別の実施単位であり、府省等が定めた明確な目  

的や目標に沿って実施されるもの、競争的資金制度等に提案された複数の候補の中から優れた  

ものが採択され実施されるもの等である。   

研究開発課題の評価は、その研究開発の性格（基礎、応用、開発、試験調査等）や分野、そ  

の目的、政策上の位置付け、規模等に応じて、評価の目的や評価結果の活用の仕方、評価の  

項目・基準等を的確に設定し、また、必要となる評価実施体制等を整備して、評価を実施する。   

1．評価の実施主体  

研究開発課題の評価は、課題を設定しそれを実施する府省等、競争的資金制度等を運営す  
る府省又は研究開発法人等などが実施する。   

2．評価者の選任  

評価は、外部の専門家等を評価者とする外部評価により実施する。   

評価を実施する主体は、評価の客観性を十分に保つため、年齢、所属機関、性別等にとらわ  

れず評価対象ごとに十分な評価能力を有する専門家等を評価者として選任する。特に、研究開  

発成果をイノベーションを通じて国民・社会に迅速に還元していく観点から、産業界の専門家等  

を積極的に選任する。   

また、公平性を確保するため、利害関係者が加わらないようにするとともに、評価者名を公表す  

る。さらに、時系列的な一連の評価における評価者として新たな評価者を加えつつ一部共通の  

評価者を残す等によって、評価体制の柔軟性と評価の一貫性を確保する。   

評価に当たっては、研究者間に新たな利害関係を生じさせないよう、評価者に対して評価内  

容等の守秘の徹底を図る。  

3．評価の実施時期  

評価は、その研究開発課題の開始前に、実施の必要性、目標や計画の妥当性等を把握し、  

予算等の資源配分の意思決定等を行うために実施する。また、その研究開発課題の終了時に、  

目標の達成状況や成果の内容等を把握し、その後の課題発展への活用等を行うために実施す  
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る。   

終了時の評価は、その後の発展が見込まれる優れた研究開発成果を切れ目なく次につなげ  
ていくた捌こ、研究開発課題が終了する前の適切な時期に実施する。この場合、当該評価結果  
を次の段階の研究開発課題の開始前の評価に活用する、あるいは実施期間が短い競争的資金  
においては、次の段階の研究開発課題の開始前の評価時に、これまでに実施した研究開発課  
題の実績に係る終了時の評価を併せて実施するなどの効率的な実施に努める。   

このほか、研究開発課題の実施期間が長期にわたる場合には、3年程度毎を目安に、情勢の  
変化や進捗状況等を把握し、その中断・中止を含めた計画変更の要否の確認等を行うために中  
間評価を実施する。ただし、実施期間が5年程度で終了前に終了時の評価が予定される研究開  
発課題については、計画等の重要な変更の必要が無い場合には、毎年度の実績報告などにより  
適切に進行管理を行い、中間評価の実施は必ずしも要しない。   

さらに、終了後、一定の時間を経過してから、追跡評価を実施する。追跡評価においては、そ  
の波及効果や副次的効果等の把握、過去の評価の妥当性の検証等を行い、その結果を次の研  
究開発課題の検討や評価の改善等に活用する。追跡評価については、国費投入額が大きい、  
重点的に推進する分野などの主要な研究開発課題から対象を選定して実施する。   

これらの時系列的な評価は、研究開発課題の開始前にあらかじめそれぞれの実施時期、評価  
の目的、方法、前の評価結果の活用方策等を決定し、それらを有機的に連携して行うことによっ  
て、評価に連続性と一貫性をもたせる。  

4．評価方法  

評価を実施する主体は、評価における公正さ、信頼性、継続性を確保し、実効性のある評価  
が実施されるよう、あらかじめ評価方法（評価手法、評価の観点、評価項目・評価基準、評価過程  
等）を明確かつ具体的に設定し、被評価者に対し周知する。この場合、評価の目的、評価の対象、  
評価時期や研究開発の性格などに応じて適切な評価項目、評価基準、評価手法の設定を行う  
等、評価の柔軟性を確保する。また、科学技術の急速な進展や、社会や経済の大きな情勢変化  
に応じて、評価項目や評価基準等を適宜見直す。   

（1）評価手法   

評価の手法は、その対象や時期、評価の目的や入手可能な情報の状況等に応じて、適切な  
調査・分析及び評価の手法を選択する。   

特に、成果に係る評価においては、研究開発には最終的に優れた成果を生み出していくこと  
が求められるため、成果の水準を示す質を重視した評価を実施する。   

その際、評価の客観性を確保する観点から、具体的な指標・数値による評価手法を用いるよう  
努めることとするが、基礎研究等においては定量的な評価手法の画一的な適用が挑戦的な研究  
開発への取組を阻害している場合もあることから、定量的な評価手法に過度に依存せず、国際  
的なべンチマークの導入や、当該学術分野の専門家による学術進展へのインパクト、新たな発展  
の可能性などの見識を活用するなど定性的な評価手法を併用することが重要である。   

また、成果に係る評価において、目標の達成度合いを評価の判定基準とすることが原則である  
が、併せて、実施したプロセスの妥当性や副次的成果、さらに、．理解増進や研究基盤の向上など、  
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次につながる成果を幅広い視野から捉える。その際、成否の要因を明らかにし、次の研究開発の  

改善等につなげる。   

（2）評価の観点及び評価項目・評価基準   

評価は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」において示されている政策評価の観点も  

踏まえて、必要性、効率性、有効性の観点から、また、対象となる研究開発の国際的な水準の向  

上の観点から実施する。また、これらの観点の下、研究開発の特性や評価の目的等に応じて、適  

切な評価項目及び評価基準を設定して実施する。   

（3）自己点検の活用   

評価への被評価者等の主体的な取組を促進し、また、評価の効率的な実施を推進するため、  

府省、研究開発機関や研究者などの被評価者等が、自ら研究開発の計画段階において具体的  

かつ明確な目標とその達成状況の判定指標等を明示し、研究開発の開始後には目標の達成状  

況、今後の発展見込み等の自己点検を行い、評価者はその内容の確認等を行うことにより評価  

を実施する。  

5．評価結果の取扱い   

（1）評価結果の活用   

評価が有効に機能するためには、あらかじめ明確に設定された評価目的及び評価の活用方  

法に沿って評価結果が確実に活用される必要がある。研究開発課題の評価結果については、評  

価を実施した主体及び研究開発を実施した主体が、それぞれの特性に応じて予算、人材等の資  

源配分への反映、研究開発の質の向上のための助言等に活用する。さらに、研究開発に関係す  

る施策、政策等の企画立案やその効果的・効率的な推進に活用する。   

また、研究開発をその評価の結果に基づく適切な資源配分等を通じて次の段階の研究開発  

に連続してつなげるなどの観点から、機関、制度を越えて相互活用するよう取り組む。その促進  

を図るため、内閣府が中心となって関係省庁間の連携の仕組みを整備する。   

（2）評価情報の国民への積極的な発信   

研究開発への国費の投入等に関する国民に対する説明責任を果たすとともに、研究開発評  

価の公正さと透明性を確保し、また研究開発の成果や評価結果が社会や産業において広く活用  

されるよう、評価を実施した主体はその実施した評価の結果を国民に積極的に公表する。この場  

合、個人情報の秘密保持、知的財産の保全、国家安全保障等に配慮しつつ、評価の結論だけ  

ではなく、研究開発の目標、実施内容、得られた成果、自己点検の内容、さらに、評価結果によ  

る新たな研究開発の展開や政策への反映なども含めて解りやすくまとめて公表するよう努める。   

（3）評価結果の被評価者への開示等   

評価を実施した主体は、評価実施後、応募者等の被評価者からの求めに応じて評価結果を開  

示する。   

評価結果は、評価者がその責任において確定するものであることから、被評価者は、それを厳  
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粛に受け止める必要があるが、評価結果について被評価者が説明を受け、意見を述べることが  

できる仕組みを整備する。   

また、被評価者が評価結果について納得し難い場合に、評価を実施した主体に対し、十分な  

根拠をもって異議を申し立てることができる途を開いておくことが望ましい。   

（参考）研究開発課題の主要な類型の評価の実施方法  

研究開発課題の評価の実施に関する原則は、第2章のⅠの各項目に示したとおりであるが、  

具体的な実施に際しての参考となるよう、研究開発課題の主要な類型について、評価項目、評  

価基準等に関する実施例を示す。   

なお、評価項目については、   

①「必要性」の観点からは、科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、国費を用いた研究  

開発としての妥当性等   

②「効率性の観点からは、計画・実施体制の妥当性、費用構造や費用対効果の妥当性、  

研究開発の手段やアプローチの妥当性等   

③ 有効性の観点からは（見込まれる）成果に着目した目的・目標の設定とその達成度合い、  

（見込まれる）直接の成果の内容、（見込まれる）効果や波及効果の内容等   

等が挙げられる。  

また、開始前及び終了時の評価のほか、研究開発期間が特に長期にわたる等の場合には、   

進捗状況や情勢変化等を踏まえて中断・中止を含めた計画変更等の要否の確認等を行うため   

に、一定期間ごとや研究開発の段階ごとに、評価を実施する。   

（1）基礎研究の評価   

① 開始前の評価においては、課題の目的・目標の設定とそれを達成するのに必要な手法  

等における発想の独創性と新たな知の創造への寄与の可能性を、研究計画の内容と被  

評価者の過去の実績等の両面から判断する。  

その際、より課題にふさわしい評価項目や評価基準、その自己点検結果をあらかじめ  

被評価者から提示させ、それらを参照して評価を行う。   

② 終了時の評価においては、新たな知の創造への寄与に主眼を置き、被評価者の自己点  

検結果を踏まえ、成果の国際的な水準から見た科学的価値を重視した評価を行う。  

この場合、計画で示された方向性と異なっている場合であっても、科学的に卓越した  

成果が得られた場合には、自己点検を活用するなどして成果として認知する。  

さらに、学際及び産業上の視点から当該研究開発の今後の発展性を十分見極め、継  

続的な支援、あるいは、方向性の見直し等、次につなげる視点を重視した評価を行う。   

（2）プロジェクト研究（応用研究、開発研究）の評価   

① 開始前の評価においては、政策目標の達成に係る有効性、国際的なべンチマークに基  

づき、一定期間後に達成を目指す定量的目標の設定とその水準の適切性を判断する。  
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また、そこに達成するための手法、体制等の妥当性、目的及び目標の達成可能性並  

びに目標が達成された場合の実用化等の展望を見極める。   

② 終了時の評価においては、今後の方向付けの検討に資することに主眼を置き、一義的  

には目的及び定量的目標の達成度合いを基準とするが、達成の成否及びその要因を  

分析し、その後の研究開発の発展性を見込む視点を重視した評価を行う。   

（3）国家基幹技術等の国家的プロジェクトの評価   

① 開始前の評価においては、政策上の位置付けとその定量的な目標、機能等達成すべき  

使命を明確にし、計画内容、実施体制、執行管理、費用対効果等の妥当性、実現性を  

判断する。   

② 終了時の評価においては、政策上の目的が達成されているかに主眼を置き、一義的に  

はそれらの達成度合いを基準とするが、当該技術の達成レベルが国際的にみて十分高  

いか、科学の発展への貢献、産業の国際競争力の向上等他への波及効果等が得られ  

ているか、投入費用に対して得られた効果の額が適正か等の視点も重視した評価を行  

う。  
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lI研究者等の業績の評価  

第3期科学技術基本計画においては、科学技術システム改革の一環として、研究者の処遇に  

関して、能力や業績の公正な評価の上、優れた努力に積極的に報いることなどによる公正で透  

明性の高い人事システムの徹底が掲げられている。   

このため、研究開発法人や大学などの研究開発機関においては、研究者の業績の評価はそ  

の所属する機関の長が当該機関の設置目的等に照らして適切かつ効率的な評価のためのルー  

ルを整備して、責任をもって実施する。研究者等の業績の評価結果については、インセンティブ  

となるよう個人の処遇や研究費の配分等に反映させる。   

その際、研究開発の実績に加え、研究開発の企画・管理や評価活動、国際標準化への寄与  

等の関連する活動にも着目して評価を行う。大学等の場合は、研究と教育の両面の機能を有す  

ることに留意する。また、研究者が自ら点検を行い、それを活用して実施するとともに、研究者が  

挑戦した課題の困難性等も考慮に入れるなど、研究者を萎縮させず果敢な挑戦を促すなどの工  

夫が必要である。このような研究者等の業績の評価に当たっては、当該研究者等が関連する競  

争的資金制度における課題の評価や、国の実施するプロジェクト研究の評価などの結果を適切  

に活用して効率的に実施する。   

さらに、研究開発を推進するためには、研究支援者の協力が不可欠である。研究支援者の専  

門的な能力、研究開発の推進に対する貢献度等を適切に評価することが必要である。  
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ⅠⅠⅠ研究開発機関等の評価  

1．評価の実施主体  

研究開発機関等の評価は、その機関の長が、その設置目的や中期目標等に即して、機関運  

営と研究開発の実施・推進の面から自ら評価を実施する。   

2．評価者の選任  

研究開発の実施・推進の面から実施する評価は、外部の専門家等を評価者とする外部評価に  

より実施する。評価の客観性及び公正さをより高めるため、評価者名を公表する。   

このほか、評価者の選任に関しては、Ⅰの2と同様に実施する。   

3．評価の実施時期  

研究開発の実施・推進の面から実施する評価は、中期目標期間等を踏まえ、3年から6年程度  

の期間を目安として、一定期間ごとに評価を実施する。  

4．評価方法  

（1）研究開発の実施・推進の面から実施する評価   

一義的には、具体的かつ明確に設定された目標の達成度合いを、研究開発機関等が実施・  

推進した研究開発の総体についての評価を実施する。この場合、中期計画において個別課題等  

ごとに政策上の目的や国際的なべンチマークなどに基づく具体的な目標を設定し、その達成状  

況等について、競争的資金や国からの受託等の外部資金により実施した研究開発の評価結果  

などを適切に活用し、Ⅰ及びⅣに準じた評価方法等により適正に自己点検を行い、これを参照し  

て評価を実施する。   

（2）機関運営面の評価   

研究開発目標の達成や研究開発環境の整備等のためにどのような運営を行ったかについて、  

各研究開発機関等の設置目的や中期目標等に即して適切に評価項目を選定し、効率性の観点  

も重視しつつ評価を行う。  

5．評価結果の取扱い  

（1）評価結果の活用   

評価結果は、機関運営のための予算、人材等の資源配分に反映させる。   

また、こうした研究開発機関等の運営は、機関の長の裁量の下で行われるものであり、研究開  

発機関等の評価結果を責任者たる機関の長の評価につなげる。  
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（2）評価情報の国民への積極的な発信   

研究開発への国費の投入等に関する国民に対する説明責任を果たすとともに、研究開発評  

価の公正さと透明性を確保し、また研究開発の成果や評価結果が社会や産業において広く活用  

されるよう、機関の長はその実施した評価の結果を国民に積極的に公表する。   

この場合、個人情報の秘密保持、知的財産の保全、国家安全保障等に配慮しつつ、評価の  

結論だけではなく、研究開発の目標、実施内容、得られた成果、自己点検の内容、さらに、評価  

結果による新たな研究開発の展開や政策への反映なども含めて解りやすくまとめて公表する。   

6．研究開発機関等の性格に応じた評価の実施  

この他、研究開発機関等の性格に応じて次のとおり実施する。   

（1）大学等の評価   

大学等は、学校教育法等に規定する自己点検・評価を厳正に実施する。その際、自主性の尊  

重、教育と研究の一体的な推進等その特性に留意する。また、国立大学法人及び大学共同利  

用機関法人は、「国立大学法人法」に基づく中期目標期間の実績（中期目標の達成状況等）を国  

立大学法人評価委員会で評価（教育研究の状況については、大学評価・学位授与機構におい  

て評価を実施し、その結果を尊重）し、文部科学省は、評価結果を、運営費交付金の適切な配分  

等に反映する。このほか、私立大学等は、大学評価・学位授与機構による研究等に関する評価  

の活用に努める。   

（2）研究開発法人等の評価   

研究開発法人等は、「独立行政法人通則法」に基づく中期目標期間の実績（中期目標の達成  

状況等）等について自らが厳正に評価を実施する。また、独立行政法人評価委員会はその研究  

開発法人等が自ら実施した評価の結果を十分に活用して評価を実施し、各府省は、独立行政法  

人評価委員会の評価結果を運営費交付金の適切な配分等に反映させるとともに、研究開発法  

人等は自らの評価結果と独立行政法人評価委員会の評価結果を機関の運営に反映させるよう  

努める。   

この場合、独立行政法人評価委員会が研究開発の実施推進の面から実施する評価に際して  

は、研究開発法人等自らが実施した評価が本指針に則って適正に行われているか、その評価結  

果を業務運営等に的確に反映しているか等を重視して行う。   

（3）その他国費の支出を受けて研究開発を実施する機関の評価   

国費の支出を受けて研究開発（委託及び共同研究等）を実施する民間機関、公設試験研究機  

関等については、その研究開発課題等の評価を実施する主体は、課題評価の際等に、これら機  

関における当該課題の研究開発体制に関わる運営面に関し、国費の効果的・効率的執行を確  

保する観点から、必要な範囲で評価を行う。  
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Ⅰ∨研究開発施策の評価  

国の政策は、一般的に、階層的な体系になっており、国の研究開発についても、複数の個別  

研究開発課題等を政策上の特定の目的や目標ごとにひとつのまとまりとした施策、競争的資金  

制度、さらに、分野ごとの研究推進方針や戦略、計画などの体系が整備され、推進されている。  

研究開発施策の評価は、このような施策、制度などを対象として、目標が設定された施策ごとに  

実施する。  

1．評価の実施主体  

研究開発施策の評価は、その研究開発施策を実施する主体である府省又は研究開発法人等  

が実施する。  

2．評価者の選任  

評価は、外部の専門家等を評価者とする外部評価により実施する。   

評価を実施する主体は、評価の客観性を十分に保つため、年齢、所属機関、性別等にとらわ  

れず、評価対象ごとに十分な評価能力を有する専門家等を評価者として選任する。特に、研究  
開発施策の評価に当たっては社会・経済上のニーズを適切に評価に反映させるため、産業界や  

人文・社会科学の分野等の幅広い分野の専門家を積極的に選任する。   

また、公平性を確保するため、利害関係者が加わらないようにするとともに、評価者名を公表す  

る。さらに、開始前の評価から追跡評価までの一連の評価における評価者として新たな評価者を  

加えつつ一部共通の評価者を残す等によって、評価体制の柔軟性と評価の一貫性を確保する。  

3．評価の実施時期  

評価を実施する主体は、その開始前に、国の政策や機関等の設置目的に照らした実施の必  

要性、目標や計画の妥当性等を把握し、予算等の資源配分の意思決定等を行うための評価と、  

その終了時に、目標の達成状況や成果等を把握し、その後の施策展開への活用等を行うための  

評価を実施する。   

終了時の評価は、その成果等を次の研究開発施策につなげていくために必要な場合には、研  

究開発終了前に実施し、その結果を次の研究開発施策の企画立案等に活用する。   

このほか、研究開発施策に実施期間の定めがない場合には、5年毎を目安に、情勢の変化や  

目標の達成状況等を把握し、その中断や中止を含めた計画変更の要否の確認等を行うための  

中間評価を実施する。   

さらに、研究開発施策が終了した後に、一定の時間を経過してから、追跡評価を実施する。追  

跡評価においてはその波及効果や副次的効果の把握、過去の評価の妥当性の検証等を行うと  

ともに、その結果を次の研究開発施策の形成や評価の改善等に活用する。  

・15・   



これらの時系列的な評価においては、それらを有機的に連携して行うことによって、評価に連  

続性と一貫性をもたせる。また、政策評価との整合を図り、効率的な評価を実施する。   

4．評価方法  

評価を実施する主体は、評価における信頼性、継続性を確保し、実効性のある評価を実施す  

るために、あらかじめ評価方法（評価手法、評価の観点、評価項目・評価基準、評価過程等）を明  

確かつ具体的に設定する。この場合、評価の目的、評価の対象、評価時期や研究開発の性格な  

どに応じて適切な評価項目、評価基準、評価手法の設定を行う等、評価の柔軟性を確保する。   

また、科学技術の急速な進展や、社会や経済の大きな情勢変化に応じて、評価項目や評価基  

準等を適宜見直す。   

（1）評価手法   

評価の手法は、その対象や時期、評価の目的や入手可能な情報の状況等に応じて、適切な  

調査・分析及び評価の手法を選択する。その際、評価の客観性を確保する観点から、具体的な  

指標・数値による評価手法を用いるよう努める。   

研究開発施策の成果に係る評価については、総体としての目標の達成度合いを成否判定の  

基本とする。また、併せて、実施したプロセスの妥当性や副次的成果、さらに、理解増進や研究  

基盤の向上など、次につながる成果を幅広い視野から捉える。この場合、成否の要因を明らかに  

し、個別課題の研究開発成果等に対して繰り返して重複した評価が実施されないよう、個々の個  

別課題等の評価結果を活用するなどして効率的に評価する。   

（2）評価の観点及び評価項目・評価基準   

評価は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」において示されている政策評価の観点も  

踏まえ、必要性、効率性、有効性の観点から、また、対象となる研究開発の国際的な水準の向上  

の観点から行う。特に政策目標との整合性を重視して行う。また、それに必要な評価項目及び評  

価基準を設定して行う。   

特に、複数の個別研究開発課題等から構成される研究開発施策については、それぞれの個  

別課題等の目標が達成されることにより当該研究開発施策の目標が達成されるなどの関連付け  

が明確になっているか、さらに、関連施策との連携を保ちながら効果的・効率的に推進されてい  

るか、などを重視する。   

（3）自己点検の活用   

評価は、府省などの被評価者等が、自らの施策の実施計画において具体的かつ明確な目標  

とその達成状況の判定指標等を明示し、施策の開始後には目標の達成状況、今後の発展見込  

み等の自己点検を行い、評価者はその内容の確認等を行うことにより評価を実施する。  
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5．評価結果の取扱い  

（1）評価結果の活用   

評価が有効に機能するためには、あらかじめ明確に設定された評価目的及び評価の活用方  

法に沿って評価結果が確実に活用される必要がある。   

研究開発施策を実施する主体は、その評価結果について、それぞれの特性に応じて予算、人  

材等の資源配分への反映、施策の改善等に活用するとともに、国民に対する説明責任を果たす  

ためこれらの活用状況をモニタリングし、公表する。さらに、研究開発に関係する政策等の企画立  

案やその効果的・効率的な推進に活用する。   

（2）評価情報の国民への積極的な発信   

研究開発への国費の投入等に関する国民に対する説明責任を果たすとともに、研究開発評  

価の公正さと透明性を確保し、また研究開発の成果や評価結果が社会や産業において広く活用  

されるよう、評価を実施する主体はその実施した評価の結果を国民に積極的に公表する。この場  

合、個人情報の秘密保持、知的財産の保全、国家安全保障等に配慮しつつ、評価の結論だけ  

ではなく、研究開発の目標、実施内容、得られた成果、自己点検の内容、さらに、評価結果に基  

づく新たな研究開発の展開や政策への反映なども含めて解りやすくまとめて公表する。  
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